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マーケティング・チャネル研究の再検討

1　はじめに

製造業者が製品・サービスを最終顧客へと販売
する際のマーケティング・チャネルに関する研究
の焦点は，チャネルの構造と管理の 2 点にあった。
第 1 に，チャネル構造とは，製造業者と最終顧客
の間に介在する流通業者の数に関する問題であ
る。製造業者が生産した製品・サービスを最終顧
客に販売するまでには，直接販売するだけでなく，
彼らの間に何段階かの流通業者が介在する間接販
売が行われることがある。第 2 に，チャネル管理
とは，流通業者を用いる場合に，製造業者が彼ら
を適切に動機づけ，活動をモニタリングし，生じ
うるトラブルを解決していくことに関する問題で
ある。

チャネル研究の歴史は長く，その間にいくつも
のアプローチが登場しているが，それらは局所的
な関心に特化して展開されてきたため，チャネル
研究の全体像が見出しにくくなっている。そこで
本論では，初期的研究からパワー・コンフリクト
論に至るチャネル研究の時系列的なレビューを行
い，それぞれのアプローチの特徴を整理した上で，
現代的な研究課題を抽出する。

2　初期的研究

マーケティングの歴史的発生は，19 世紀末の
アメリカにおける垂直統合型大企業の誕生に前後
していたものと考えられる（Tedlow, 1990）。南
北戦争後のアメリカは数度の恐慌を経験しつつ
も，運河から鉄道，電信から電話と交通および通
信のインフラを整えていき，金融市場の発達に
よって資金を広く薄く調達する仕組みと，大量生
産技術の導入が各種の産業で進んだ（Chandler, 
1977）。大量生産による費用低減のためには，膨
大な固定費への投資が必要と，規模の経済を活か
し切るために常に大量の通量（throughput）を
維持する必要があった（Chandler, 1990）。生産
のボトルネックを解決した製造業者にとって，次
なるボトルネックは販売であった。当時の米国の
生産・流通は地理的に分散した局所的地域市場

（local market）であり，地理的な断絶はそれぞ
れの市場を結びつけることがなかった。Tedlow

（1990）はこれを分断の時代（fragmentation）
と呼んだ。その後，徐々に地理的に分断された市
場が全国をまたいだ単一市場へと移り変わり，統
合 の 時 代 と 呼 ば れ る よ う に な っ た（Tedlow, 
1990） ＊ 1。

チャネル研究のみならずマーケティング研究の
嚆矢として位置づけられる Shaw（1912）は，こ
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うした当時のアメリカの経済環境を観察して生み
出された研究であった。彼の問題意識は，当時す
でに科学的な効率化が進んでいた生産に比べて，
流通が経験則（rule of thumb）のままに行われ
ており，製品のマーケティングには注意が向けら
れていなかったことにあった（p.704）。Shaw の
論文は「市場流通の諸問題（Some problems in 
market distribution）」というタイトルであるが，
実際にはマーケティング・ミックスの 4 つの P に
またがる問題意識を当時の市場や技術を反映して
描き出している。

当時の消費者もすでに購買力に応じて異なった
ウォンツを持っていた。製品に対する消費者の主
観的価値と市場価格の差は人それぞれに異なって
おり，その差異が市場の需要面を構成する重要な
要素であった ＊ 2。消費者の主観的価値とは，現代
的に言えば支払意思額（Willingness to pay）で
あり，それは製品差別化によって高くなる。した
がって，企業は商標，ブランド，商品名などを用
いた製品差別化を進めて，市場競争から独立して
自由な価格設定を行うようになった。

注目されるのは，Shaw が販売方法（methods 
of sales）を 3 つに分けて，それらとチャネル構
造を関連づけたことである。アメリカで伝統的に
行われていたのは（1）バラ販売（sale in bulk）
であり，そこでは購買者は販売前に現物を確認す
ることができた。後の（2）見本販売（sale by 
sample）では，購買者は見本と同一の製品を買
うことができたが，そのためには製品の標準化が
必要であった。そして，印刷技術の副産物として

（3）説明販売（sale by description）が可能とな
り，見込み客へのコミュニケーションが行われ
た ＊ 3。需要喚起がこの販売方法の本質的要素で
あった（p.723）。

Shaw は，流通業者のタスクを（1）需要喚起
（awakening of demand）だけでなく，買い手が
財 を 物 理 的 に 入 手 可 能 と す る（2） 需 要 充 足

（gratifying the demand）に求めていた。説明
販売では，物流は需要喚起から切り離される。た
だし，需要を満たす製品が入手可能にならない限
り，需要を喚起しても意味がないため，需要充足

は需要喚起と等しい注意を要する問題であった
（p.723）。

販売が流通の重要問題になるにつれて，商人的
生産者（merchant producer）には 3 タイプの
販売手段（agent）の利用を検討する必要が生じた。
すなわち，（1）中間業者（middlemen），（2）生
産者自身のセールスマン，（3）広告と直接販売で
ある（Shaw, 1912, p.723）。販売方法は販売手段
の選択に影響する（p.724）。バラ販売では，購買
者は購買前に実物を見るので，一連の仲介者を持
つ流通がふさわしい。場合によっては生産者自身
のセールスマンもありうる。見本販売では，仲介
業者かセールスマンが望ましい販売手段である。
説明販売だけが用いられる場合，広告や直接販売
が効率的な販売手段になる。

Shaw は当時の流通業者の排除の傾向を好まし
いものと捉えていた。中世では，生産者は商人的
小売業者の従業員としての位置づけであった。そ
の後，生産者は徐々に財政的地位を強めて，単一
の商人のコントロールから開放され，商人的生産
者（merchant producer）へと変容した ＊ 4。工
場システムの初期には，生産者は商人としての特
性を失い，生産問題だけに注力していた（p.727）。
商人的生産者は，中間業者を迂回することでマー
ジンの低下を回避しようとした。セールスマンを
用いた卸売業者への直販や，広告を用いた小売業
者への直販によって，生産者は多くの場合で販売
手段を切り替えた（p.728）。その最も極端な形態
は中間業者の完全排除であり，専門品（specialty）
の生産者は，通信販売を採用していた。

現在と同様に，当時の流通業者も特定の製造業
者の意図のままに動くような存在ではなかった。
そこで，製造業者は生産した製品を流通業者に販
売して事足れりとするのではなく，垂直的流通段
階に踏み出して，流通業者を用いて最終顧客に販
売するようになった。

2.1　評価
Shaw が観察した当時の米国では，需要の異質

性に基づく製品差別化が進行し，企業に価格設定
の自由度が生まれた。価格設定が多様化したこと



045

マーケティング・チャネル研究の再検討

で販売方法も多様化し，商人的生産者として最終
顧客と対峙するようになった製造業者は，旧来型
の流通構造の下で生じる流通業者へのマージンの
分配を拒否して，広告という販売手段を用いて中
間業者の排除を進めていったのである。Shaw の
議論は，マーケティング・ミックスの 4 つの手段

（製品，価格，チャネル，広告）の対応関係を示
すものであり，後の McCarthy（1960）によるマー
ケティング・ミックスの議論の源流となった。

Shaw（1912）は当時の中間業者の排除傾向に
ついて，製品差別化に伴う「説明販売」の導入に
よるチャネル構造の変化であるとして肯定的にと
らえている。製造業者の販売方法とチャネル構造
の関連を示した点で，Shaw の議論はチャネル構
造論の嚆矢であったとも考えられる。しかし，
Shaw が示したチャネル構造は，中間業者の介在
と排除をめぐるチャネルの長短問題のみであり，
その他の構造を扱っていなかった。

また，製造業者による中間業者の管理問題はほ
とんど考えられていない。Shaw は生産者が中間
業者を排除する傾向をもつと述べているが，その
理由は中間業者が受け取るマージンを減らすこと
にある。その結果，中間業者が果たす機能は，自
社セールスマンや広告によって代替されるとして
いるが，もし本当にそうであれば，説明販売が主
流となる中で，中間業者は消えているはずである。
したがって，説明販売が行われていても中間業者
が存続する理由を説明できていないのである。

3　チャネル構造選択論

3.1　概要
チャネル構造選択論は，製造業者から最終顧客

までのマーケティング・チャネルがさまざまな形
態をとることに注目する研究群を指す。この領域
は，消費者の購買行動とチャネル構造を関連づけ
る試みとして展開されてきた。チャネル構造の基
準には，（1）長短基準，（2）広狭基準，（3）開閉
基準の 3 つがある（風呂, 1968）。（1）長短基準
は製造業者から最終顧客までに介在する販売業者
の段階数を，（2）広狭基準は特定の地域における

販売業者数を，（3）開閉基準とは，販売業者が，
特定の製造業者に専属化する程度にそれぞれ対応
する（風呂, 1968, pp.202-209）。

代表的な研究である Copeland（1923）は，商
品 を 最 寄 品（convenience goods）， 買 回 品

（shopping goods）， 専 門 品（specialty goods）
に区分した。最寄品の場合，消費者は買物出向努
力をかけないため，製造業者は多くの小売店舗に
商品を配荷する必要があり，それがゆえに卸売業
者を用いたチャネル構造が選択される（p.283）。
買回品では，店舗数が少なくなり，規模も大きく
なることから，製造業者は小売業者へと直販する
ことになる（p.284）。専門品は，製造業者から小
売業者への直接流通が特に適合し，その結果，取
扱 い 小 売 店 舗 数 は 少 な く な る。 こ の よ う に，
Copeland は，製造業者が販売する商品の分類に
応じて，チャネルの長短基準と広狭基準，さらに
は小売業態の選択について述べた。

Duncan（1922）は，Shaw と同様に製造業者
が選択可能な垂直的構造の類型を 3 つ示した。す
なわち，（1）製造業者から消費者への直接販売，（2）
製造業者から小売業者への直接販売，（3）製造業
者から卸売業者を経由した小売業者への販売であ
る（pp.325-327）。 そ し て，Philips & Duncan

（1956）は，製造業者のチャネル選択には 3 つの
主要な問題があると提案した。すなわち，（1）小
売業者のタイプ，（2）配荷する小売業者の数，（3）
店舗に提供し，逆に提供される協調（co-opera-
tion）である。特に（2）について，開放的流通

（intensive distribution），選択的流通（selective 
distribution），排他的流通（exclusive distribu-
tion）の 3 タイプが提案された（pp.571-576）。

3.2　評価
チャネル構造選択論は，商業チャネル（Bucklin, 

1966）にとって環境要因である消費者の購買行動
によってチャネル構造を説明するものであった。
したがって，製造業者にとっては，ターゲット顧
客を選定すればそれに応じてチャネル構造は一意
に決まることになる。そこには，製造業者と流通
業者の間の取引特性や経営資源の不均衡，さらに
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は他者である流通業者との対立という問題は考え
られていない。

チャネル構造選択論が抱える最も重大な問題
は，「短く広い」」チャネルの存在を説明できてい
ない点にある。様々な反例が挙げられるが，例え
ば，Porter & Livesay（1971）が複雑な製品の流
通チャネルとして描き出したミシンや精肉の流通
は，製造業者による流通段階への垂直統合を意味
している。また，田村（1984; 1996）は，製造業
者による卸売段階の統合が流通系列化の橋頭堡で
あることを日本の商業統計データを用いて示して
いる。さらに，日本の流通系列化の代表例として，
トイレタリー産業において花王とライオンを比較
した場合，前者が販社制度に基づいて卸売段階を
統合し，後者は独立卸売業者を用いているが，配
荷店数は前者が多い（佐々木，2007）。こうした
現実はチャネル構造選択論では説明できないので
ある。

4　チャネル拡張組織論

4.1　概要
チャネル拡張組織論（organizational exten-

sion theory）とは，製造業者，卸売業者，小売
業者といった個別の主体から構成される流通チャ
ネルをあたかも 1 つの組織とみなして，1 社のチャ
ネル・リーダーがその企業組織を管理するのと同
様に，チャネルをも管理できるとする考え方であ
る。チャネル拡張組織論は，チャネル論に最初に

「管理（management）」の視点を明示的に導入
した研究プログラムとみなされる。

チャネル拡張組織論はその議論の前提として，
チャネルは 1 つの全体であり，協調を最大化して
コンフリクトを最小化することによって全体の利
益を最大化することができ，わずかな分け前をめ
ぐる小競り合いは些細なことであると考える。
リーダーは管理によってコンフリクトを抑え込む
ことで，協調を達成し，全体の目標を達成しよう
とする。コンフリクトが特に深刻になるのは，製
造業者と流通業者が高度に機能的に相互依存する
選択的流通と排他的流通においてである（Assael, 

1968）。
チャネル拡張組織論の最初の研究は Ridgeway

（1957）である。彼の問題意識は，それまでの管
理理論（administration theory） ＊ 5 が 1 つ の 組
織内での管理を検討していたのに対して，別々の
組織が拡張組織を形成する場合の管理論が無視さ
れていたことにあった。Ridgeway は，企業組織
を一次組織と呼ぶ一方で，製造業者と流通業者か
らなる組織を二次組織と呼んだ。二次組織を統合
された全体として効果的に機能させるには，全体
としてなんらかの組織管理が必要であり，その管
理はシステム内の別々の組織の単なる管理を越え
たものである（p.480）。Ridgeway は 1 つの製造
業者とそのディーラーシップの下の複数の流通業
者からなる拡張システム（extended system）を
分析対象として，自動車，農具，ガソリンの 3 つ
の産業を観察することで帰納的に理論を作り上げ
た。

拡張システムにおいて，製造業者と流通業者は
互いの役割について期待を抱きあっている。製造
業者は流通業者に対して大量販売を期待する一方
で，流通業者は製造業者に対して低価格での仕入
れを期待する（pp.470-471）。そして，製造業者
は集権的地位にあり，管理によって秩序を作り上
げる立場にある（p.474）。管理の役割はお互いに
満足できる役割を提供することでシステムを維持
することにある。拡張システムでは権限連鎖に分
断があるため，管理にも固有の特徴がある。それ
は，製造業者にとっては流通業者の活動を統制す
る問題である。統制力（control）とは，製造業
者が流通業者に対してシステムの利益のために行
動させる能力を指す。必要性に応じて流通業者の
行動を変化させる手段として，報酬（reward）
と 懲 罰（punishment） が 挙 げ ら れ て い る

（p.474） ＊ 6。（製造業者は）流通業者の設備の所有
権を持っていないし，命令系統が切断されている
にもかかわらず，製造業者は流通業者に対して適
用できる報酬と罰則を用いて，このシステムを管
理しようとする（p.483）。

チャネルが統合された全体として競合他社と競
争するためには，システムを別々の組織として管
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理するのではなく，全体として管理する必要があ
る（p.466）。統合された全体としてのシステムの
オペレーションは，製造業者の営業マン（field 
staff）が流通業者に満足を提供する能力によっ
て，そして同時に流通業者にそのシステムの目標
に対して貢献しようと仕向けることによって，絶
え間なくテストされる（p.479）。

Alexander & Cunningham（1961）も，チャ
ネルを企業間関係の複合体とか企業外部の機関の
ように狭く捉えるのではなく，企業のマーケティ
ング組織の拡張としてみなすコンセプトが建設的
であると述べている（p.266）。

Berg（1961）はそのチャネル拡張組織論の中で，
Barnard（1938）の立場を明確に打ち出している。
Barnard（1938）は，公式組織（formal organi-
zation）を「意識的で，計画的で，目的を持つよ
うな人々相互間の協働」（Barnard, 1938, p.5, 訳
書, p.5）と定義し，人間が所属する公式組織は企
業組織だけではなく，せいぜい数日や数時間しか
持続しない名前すらないものも数多く含まれると
述べている（Barnard, 1938, p.4, 訳書, p.4）。そ
して，Barnard は組織の概念に企業をとりまく
様々なステークホルダーも含ませた。この定義に
基づくと，製造業者にとっての顧客，すなわち流
通業者も，売り手である製造業者が参加し，構成
する公式組織の一部とみなされる ＊ 7。

Berg はこうした Barnard の主張が管理論学者
にもマーケティング学者にも無視されていること
を危惧して，流通システムもその経済的機能が動
機づけとコーディネーションを必要とする相互依
存的な人間的エージェントによって担われている
として，Barnard 型管理論の適用を図っている ＊ 8。

チャネル拡張組織論の中でも最も全体論的な
チャネル認識をとるのが Mallen（1963, 1964）
である。Mallen は，チャネル内では価格をはじ
めとするあらゆるマーケティングの領域でコンフ
リクト ＊ 9 が生じるとする。そして，チャネルを
内部組織の拡張組織とみなすコンセプトは，チャ
ネルメンバーがコンフリクトよりも協調を目的と
している点を強調することでもたらされる。チャ
ネルという集団の中心にある目的は共通した「マ

クロ的目的」である。メンバーはこのマクロ的目
的を実現するために，自らの利己的な「ミクロ的
目的」を犠牲にする。少ない利潤の分け前をめぐっ
て小競り合いするよりも，利潤のパイを大きくし
て全体の利益を増やすことができる。こうした目
標によって，コンフリクトを最小化して協調を最
大化する（p.131）。リーダーがメンバーを協調さ
せるには，（1）強制と（2）働きかけの 2 つの手
段がある ＊ 10。協調を強制すると，パワーとコン
トロールに基づいた協調状態が作り出され，チャ
ネルは独裁的な関係となる。協調を働きかける場
合，チャネルは民主的な関係がもたらされる

（p.127）。独裁ではチャネルが壊れる可能性は低
いが，作り出される協調はパワーとコントロール
に基づいたものである。このコントロールされた
協調（統制された協調）はまさに抑制されたコン
フリクトであり，自発的な民主的協調よりも不安
定な均衡を生み出す（p.127）。

Mallen は，チャネルがメンバーを簡単に入れ
替えられない場合 ＊ 11，あるメンバーの失敗が連
鎖の中で全体の利益を破壊してしまうがゆえに，
全てのメンバーが別のメンバーの利益に関心を持
つ。それゆえ，メンバーは調和的で，利害関心に
基づいてコンフリクトするよりも協調することが
多くなる。チームの努力が全員に役に立つがゆえ
に，製品の販売に共通の利害を持つとされる

（p.131）。

4.2　評価
チャネル拡張組織論は，チャネル・システムに

おける売買関係がもたらすコンフリクトに焦点を
あわせて，チャネル・リーダーによる管理によっ
てコンフリクトが解決されて協調が達成されるも
のと主張した。チャネル研究において最初にメン
バー間のコンフリクトに焦点を合わせた研究群と
いってよいであろう。

先駆的な試みであるが，いくつもの問題点が残
されている。第 1 に，Ridgeway や Alexander & 
Cunningham には明示されていないけれども，
Berg が述べたように，チャネル拡張組織論は
Barnard 型の管理理論に基づいている。このよう
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に，チャネル拡張組織論は，企業の外部のステー
クホルダーも含めた Barnard 型の組織概念を想
定しているがゆえに，それが単一企業の管理をそ
のままチャネル問題に持ち込んだという批判は適
切 で は な い（ 高 嶋, 1994）。 大 き な 問 題 は，
Barnard 型の組織均衡論を考えるあまり，チャネ
ル拡張組織論の固有の概念が少ない点であろう。
企業間関係を個別企業の内部組織とみなせるとい
う視点の転換を図ったが，逆に固有の概念が減少
してしまったのである。

第 2 に，とりわけ Mallen の議論に当てはまる
ことであるが，方法論的全体主義の問題が残る。
チャネルは個々の企業が集まって形成される企業
間システムであるが，企業間システムの目的が個
別の目的に優先されるとしても，それはリーダー
が設定した目的に沿うようにメンバーが行動して
いる限りである。この点で，チャネル拡張組織論
はミクロ的基礎付けのない理論とみなされる。

第 3 に，チャネルという売買関係の中で，メン
バーの参入・退出の可能性が検討されていない。
Mallen にしてもその議論中で「ただし，メンバー
を簡単に入れ替えられないならば」と断った上で，
メンバーたちが全体の利益に関心を持つと述べて
いる。チャネルは永続的な組織ではなく，常に構
造変化の可能性がある。チャネル拡張組織論は管
理問題に注目するあまり，チャネル構造を固定的
に考えてしまっており，比較制度的な視点を失っ
てしまっている点に問題が残っている。

5　パワー・コンフリクト論

5.1　概要と構成概念
パワー・コンフリクト論とは，チャネルにおけ

るチャネル・メンバー間の機能的相互依存がもた
らすコンフリクトとそれをコントロールするため
のパワーの関係に注目した研究プログラムの総称
である（Gaski, 1984, p.11）。チャネル・リーダー
がパワーを行使することによってメンバーの行動
を変化させてコンフリクトを抑制し，チャネルの
成果が高まるものと想定されている。もともとは
コンフリクトとパワーは別々に研究されていた

が，それらが結びついてパワー・コンフリクト理
論と呼ばれるようになった（Gaski, 1984）。パ
ワー・コンフリクト論は，製造業者が間接販売チャ
ネルを選択していることを前提として，行動シス
テムの管理にのみ注目した理論である。

パワー・コンフリクト論はその前後の研究群に
比べると，理論的背景や構成概念に共通点が多い。
そのため，研究の展開を検討する前に，構成概念
について述べておく。

5.1.1　パワー
パワーの概念はもともと政治学から導入された

ものである。政治学者 Dahl は，パワーを「ある
個人や集団が別の個人や集団に対して働きかける
ことで，そうでなければ行わないようなことを行
わせること」と定義した（1963）。チャネル研究
においては，El-Ansary & Stern（1972）は，チャ
ネルを念頭において，メンバーのパワーとは「チャ
ネルの他のメンバーの戦略変数をコントロールで
きる能力」と定義している。

5.1.2　コンフリクト
注意すべきことに，パワー・コンフリクト論に

おけるコンフリクト（conflict）の意味は，チャ
ネル拡張組織論のそれとは全く異なっている。パ
ワー・コンフリクト論におけるコンフリクトとは，
チャネル・メンバーが不満を抱き失望している心
的状態を指す（Stern & Gorman, 1969）。垂直的
な利益や費用の分配や，マーケティング機能の分
担をめぐって様々なコンフリクトが発生する ＊ 12。

したがって，パワー・コンフリクト論で扱われ
ているコンフリクト概念は，日常用語の意味合い
と異なるだけではなく，初期のチャネル研究にお
いて Palamountain（1955）が提案した，垂直的
コンフリクト（vertical conflict）とも異なって
いる。Palamountain の垂直的コンフリクトは，
流通チャネルの文脈での異なる段階における流通
段階同士のコンフリクトであった。この点は，多
くの誤解を与えているように思われる（Eshghi 
& Ray, 2021）。

5.1.3　パワー基盤
French & Raven（1959）は，パワーを心理的

変化をもたらす影響力（influence）と定義して，



049

マーケティング・チャネル研究の再検討

人間の心理的領域における行動，意見，態度，目
標，ニーズ，価値などの様々な変化を含めている。
そして，主体 O から主体 P へのパワー基盤（basis）
とは，主体 O と主体 P の関係において，主体 O
が持つパワーの源泉（source）であるとして，よ
く知られた 5 つの類型を提案した（p.151）。

報酬パワー基盤（reward）主体 O には主体
P が得る報酬を調整（mediate）できる能
力があるという主体 P の知覚に基づくパ
ワー
強制パワー基盤（coercive）主体 O には主

体 P への処罰を調整できる能力があるとい
う主体 P の知覚に基づくパワー
正当性パワー基盤（legitimate）主体 O には

主体 P の行動を指示（prescribe）する正
当な権力があるという主体 P の知覚に基づ
くパワー
準拠パワー基盤（referent）主体 P の主体 O

への一体感（identification）に基づくパ
ワー
専門性パワー基盤（expert）主体 O は特殊

な知識や専門性を持っているという主体 P
の知覚に基づくパワー

French & Raven（1959）によると，いずれの
パワー基盤もパワーに正の効果を与え，強制パ
ワー基盤は主体 P の主体 O にとっての魅力を低
下させて抵抗を強め，報酬パワー基盤は魅力を高
めて抵抗を弱めること，正当性パワー基盤を高め
ると，強制パワーがもたらす抵抗の増加と魅力の
低下は弱まる（p.156）。

5.1.4　依存度
Emerson（1962） は， パ ワ ー の 源 泉 は，

French & Raven（1959）が提唱したパワー基盤
のような行為者がもつ属性ではなく，社会関係の
属性にあると考えた。彼はパワーを「行為者 A
の行為者 B へのパワーは，行為者 A が潜在的に
克服可能な行為者 B の抵抗の総量」と定義し

（p.32）， パ ワ ー は 行 為 者 間 の 依 存 度（depen-
dence）から生じるものと考えた。依存度は以下

のように定義される ＊ 13。

依存度　行為者 A の行為者 B への依存度は，
（1）行為者 B が仲介する行為者 A が目標
達成のために行う動機的投資（motivation-
al investment）と正の関係を持ち，（2）
行為者 A と行為者 B の関係の外側で行為
者 A が目標を入手できることと負の関係
を持つ。

5.2　パワー・コンフリクト論の展開
チャネル研究はもともと，パワーよりもコンフ

リクトに注目していた（Palamountain, 1955）。
1970 年代に入って，チャネル研究は社会学や社
会心理学で発展したコンフリクトやパワーの概念
を導入し，研究が進展した。

Rosenberg & Stern（1970）はコンフリクトの
記述モデルを提案している。彼らはチャネルを行
動システムとみなし，企業を経済活動に従事する
だけでなく，社会規範にしたがって行動している
と 考 え た。 す な わ ち， 企 業 は 目 標 探 索（goal 
seeking），役割定義（role-defining），パワー行
使（power-exercising），情報交換に従事する存
在と考えた（p.40）。そして，それまでのチャネ
ルの観方は企業間の協調的関係を想定していた
が，メンバーがそれぞれ独自の目的を持った行動
的相互依存性を特徴とするチャネルシステムにお
いては，コンフリクトのプロセスとみなすほうが
説得的であると主張した（p.40）。その現実的背
景として，伝統的チャネル（conventional chan-
nel）から VMS が支配的なチャネルになっていっ
たことを挙げている（McCammon, 1970）。続く
Rosenberg & Stern（1971）は，コンフリクトの
操作的尺度として，メンバー間の互恵的知覚の乖
離を用いた。コンフリクトの原因として，メンバー
間の目標の違い，ドメインの違い，現実について
の知覚の違いを挙げた ＊ 14。データとして，製造
業者，流通業者，ディーラーのサーベイデータを
用いた分析の結果，全てのダイアドについてコン
フリクト水準に差はなかった。
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サーベイデータを用いた Rosenberg & Stern
（1971）の実証分析の結果が芳しくなかったこと
をうけて，続く Stern, Sternthal, & Craig（1973）
は実験室実験を用いてコンフリクトの測定を行っ
た。彼らは，競争とコンフリクトが異なる営為で
あることを強調する。競争はメンバー間で独立し
て行われるものだが ＊ 15，コンフリクトは相互の
干渉を伴うとする（p.169）。コンフリクトはチャ
ネルで広く蔓延しており，チャネルメンバー間の
コンフリクトは，在庫水準の維持，値引き，中間
商人の排除，工場直営店での販売，陳列方針，価
格 な ど の 様 々 な 問 題 で の 争 い を 引 き 起 こ す

（p.169）。ただし，適度なコンフリクトは機能的
なものであり，コンフリクトは管理対象となるけ
れども排除されるものではないという。

彼らは実験環境の下でコンフリクトを人為的に
発生させて，どのような管理メカニズムがコンフ
リクトを管理できるのかを検討した。彼らが挙げ
た管理メカニズムは上位目標と人的交換である。
上位目標（superordinate goals）とは，コンフ
リクトに関わる全員が最も求めている目標であ
り，メンバー全員が関わらなければ達成できない
目標である。協力によって達成される目標といっ
てよいであろう。実験の結果，チャネルでのコン
フリクトは，上位目標よりも人的交換を採用する
こ と で 効 果 的 に 管 理 さ れ る こ と が 示 さ れ た。
Stern et al.（1973）は Rosenberg & Stern（1971）
に比べると，コンフリクトの発生やその管理メカ
ニズムを統計的に吟味した点では前進している。
しかし，人的交流はチャネル内では常に可能な選
択肢ではなく，実験の独立変数としては外的妥当
性の問題を抱えている。

一連の研究がコンフリクトの測定に失敗したこ
とで，もともとはコンフリクトに焦点を合わせて
いたチャネル研究は，コンフリクトに関わる概念
としてパワーに注目するようになった。最初のパ
ワー研究として挙げられるのが，El-Ansary & 
Stern（1972）である。彼らは French & Raven

（1959）のパワー基盤（power bases）をパワー
源泉（power sources）と呼び替えて用いている。
そ し て， パ ワ ー を Emerson 的 な 依 存 度 と

French & Raven 的なパワー源泉の関数とみなし
て，次のように定式化した。

El-Ansary & Stern（1972）のパワーの定式化
Pij ＝α Dij ＋β Sij� （1）

・Pij：チャネルメンバー i の j に対するパワー
・Dij：チャネルメンバー i の j に対する依存

度
・Sij：チャネルメンバー i が j に比べて保有

するパワー源泉

実証分析は，オハイオ州のエアコン設備チャネ
ルを構成する卸売業者 5 社とディーラー 22 社を
対象として行われた。その結果，いずれの関係も
統計的には支持されなかった。この研究結果は現
代の実証研究の評価基準に照らせば大失敗であ
り，パブリッシュされるものではない。しかし，
後世にも広く引用される研究となっているのは，
その理論的枠組が腑に落ちる点があったからであ
ろう。彼ら自身，実証研究の失敗は，サンプルに
パワー関係がないチャネルを選んだことであると
して課題に挙げている。

最初にパワーの測定に成功し，最も引用されて
いるパワー・コンフリクト研究の 1 つが Hunt & 
Nevin（1974）である ＊ 16。彼らは Emerson 型の
依存度を用いずに，French & Raven 型のパワー
源泉だけを用いている。彼らの理論的な意義は，
French & Raven（1959）の 5 タイプのパワー源
泉 を 懲 罰 を 伴 う 強 制 的 パ ワ ー 源 泉（coercive 
power sources）とそうではない非強制的パワー
源泉（noncoercive power sources）に区分した
ことにある。

Hunt & Nevin（1974）のパワーの定式化
Pij ＝ f（Cij, Nij）� （2）

・Pij：チャネルメンバー i の j に対するパワー
・Cij：チャネルメンバー i の j に対する強制

的パワー源泉
・Nij：チャネルメンバー i の j に対する非強

制的パワー源泉
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Hunt & Nevin（1974） は El-Ansary & Stern
（1972）の実証分析の失敗をふまえて，フランチャ
イザーが強制的パワー源泉をあまり使わないので
あればフランチャイジーは満足するとの仮説をた
てて，パワー関係が明確なフランチャイズ・シス
テムを対象として分析を行った。分析の結果，フ
ランチャイザーはパワー行使にあたって強制的パ
ワー源泉を非強制的パワー源泉よりも用いている
ことと，フランチャイザーがフランチャイジーの
満足度を高めるには強制的パワー源泉よりも非強
制的パワー源泉が有効であることを報告してい
る。

一方で Etgar（1976）は，Hunt & Nevin（1974）
とは異なったアプローチを採用して，El-Ansary 
& Stern（1972）の実証研究の失敗を実証と理論
の両面で克服しようとした。実証面では，第 1 に，
El-Ansary & Stern と同様に，伝統的チャネル（保
険会社と代理店）で分析した。第 2 に，パワーの
尺度を，帰属パワー（attributed power）ではな
く実質的パワー（actual power）を使って測定
した。理論面では，パワーを統制力（control），
パ ワ ー 源 泉 と 拮 抗 力（countervailing power）
の関数とした。拮抗力とは Galbraith が提案した
概念であるが，晩年の Galbraith が「拮抗力概念
は失敗だった」と語っているように ＊ 17，理論的
に洗練されたものではない。巨大製造業者に対し
て，巨大流通業者が現れて対抗するという描写は，
そのような流通環境だけを観察すればもっともら
しく見えるものの，実際には対抗的な巨大流通業
者 が 現 れ な い 流 通 環 境 も 多 い。 し た が っ て，
Etgar（1976）が拮抗力を用いた点は問題視され
るものの，この研究での拮抗力は保険会社と代理
店を逆にして測定したものである。したがってそ
れは代理店のパワー源泉と解釈できるものとなっ
ている。

Etgar（1978b）は，Hunt & Nevin（1974）の
パワー源泉の区分を修正し，パワー源泉を経済的
パワー源泉と非経済的パワー源泉に区分して，そ
れらのパワー（統制力）への効果を分析している。
複数の産業をまたいだ n ＝ 99 のサンプルに対す
る分析の結果，パワーに対して，経済的パワー源

泉は正の，非経済的パワー源泉は負の効果を持っ
ていることを示している。

Lusch & Brown（1982）は，Hunt & Nevin（1974）
の後続研究であり，パワーモデルを修正したもの
である。パワー源泉を強制的パワー源泉と非強制
的パワー源泉としている点は共通であるが，パ
ワー源泉を多属性モデル的にとらえており，測定
面での改善を行った研究である。リーダーがフォ
ロワーに対して提供する各種の補助について，（1）
各源泉についての評価（このタイプの補助が成功
にとってどの程度重要かについてのチャネルメン
バー j の評価）と，（2）各源泉についての信念（補
助の品質についてのチャネルメンバーの信念）の
積和としてパワー源泉を測定している。Lusch & 
Brown（1982）では，Hunt & Nevin（1974）と
同じ質問項目を用いて分析した結果，支持された
仮説は仮説 3 だけであった。彼らの修正モデルは
Hunt & Nevin（1974）モデルとほとんど変わら
ない結果であったがゆえに，後者がより倹約的で
あることを示している。さらに，Hunt & Nevin

（1974）のパワー源泉の測定項目は自動車チャネ
ルにおける具体的な項目に基づいたものであり，
産業横断的に利用可能な測定尺度を求めて，概念
的な定義に基づいた測定項目の必要性を述べてい
る。

ここまでに紹介した 3 つの研究はいずれもパ
ワーに注目した研究であり，コンフリクトは明示
的に扱われてこなかった ＊ 18。最初にコンフリク
トとパワーを同じ枠組で扱った研究が Lusch

（1976）である。彼は，パワー源泉がコンフリク
トに与える効果の検討を目的として，自動車のフ
ランチャイズシステムに参加する 567 社のディー
ラーを調査対象とした ＊ 19。理論面では，Hunt & 
Nevin（1974）にならって，パワー源泉を強制的
パワー源泉と非強制的パワー源泉の 2 つに区分し
ている。Lusch（1976）の議論の最大の特徴は，
パワー源泉が原因であり，コンフリクトはその結
果であると考えた点にある。コンフリクトは，製
造 業 者 と デ ィ ー ラ ー の 不 一 致 の 頻 度 と し て，
ディーラーの知覚によって測定された。その上で
仮説として，（1）強制的パワー源泉はコンフリク
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トに正の効果を与える，（2）非強制的パワー源泉
はコンフリクトに負の効果を与える，（3）強制的
パワー源泉の効果は非強制的パワー源泉の効果よ
り強いという 3 つの仮説を提唱している。仮説は
いずれも統計的に支持されていた。

Lusch（1976）の研究は，パワー源泉とコンフ
リクトの因果関係に関する論争を巻き起こした。
Lusch（1976）は，パワー源泉が原因で，コンフ
リクトが結果であるとしたが，それに対して
Etgar（1978a）は，コンフリクトはパワーの結
果ではなく原因であるとして Lusch（1976）を
批判している。リーダーはパワーを使うことで
様々な問題を解決できる ＊ 20。Lusch（1976）は，
強制的パワー源泉が高いコンフリクト，非強制的
パワー源泉が低いコンフリクトに結びついている
と結論づけた。その一方で，Etgar（1978a）は，
パワーがコンフリクトの結果であると認識すれ
ば，Lusch（1976）の結果の解釈は異なってくる
と批判した。コンフリクトが強い状況では，対抗
と差異がチャネルメンバーを分断しており，そう
したコンフリクトは，ソフトな処置や，協力を説
得することでは解決できない。したがって，脅し
や資源提供拒否などの強制的パワーによってコン
フリクトが解決される。コンフリクトを低めるた
めに強制的パワーを控えるべきという Lusch

（1976）の主張は，因果関係を逆に捉えれば，高
いコンフリクトが強制的パワーによって解決され
ようとしていると解釈される。つまり，強制的パ
ワーこそが高いレベルのチャネルコンフリクトを
解 決 す る た め の 効 果 的 な 手 段 と な る（Etgar, 
1978a） ＊ 21。

Frazier & Summers（1984）は，Hunt & Nevin
（1974）が，パワーの所有と使用を分けていない
点を問題視して（p.44），パワーの使用をインフ
ルエンスとみなして，インタビューによっていく
つかのインフルエンスの形態を見出した。そして，

（1）各種のインフルエンスがどの程度用いられて
いるのか，（2）各種のインフルエンスの間の相関，

（3）インフルエンスと企業間合意の間の相関を
チェックしている。Gaski（1984）も Frazier & 
Summers（1984）と同じ問題意識をもって，パ

ワーの存在と行使を明確に区別した。この論文が
最初にパワーとコンフリクトをあわせて，chan-
nel power and conflict theory という名称を用
いたものである。彼らは，既存研究の概念的問題
と し て， パ ワ ー 源 泉 を 扱 っ た Hunt & Nevin

（1974）や Lusch（1976）の分析結果が期待より
弱いものであったのは，行使済パワー（exercised 
power）と未行使パワー（unexercised power）
を区分していないからであると指摘した。そして，
もしリーダーがパワー源泉を持っていても行使し
ていないならば，分析結果は随分異なるはずだと
主張している。

5.3　評価
パワー・コンフリクト論は，他者の自律的行動

をパワーによって拘束する，対立関係としての
チャネルを描き出した。相互依存的なシステムに
おいては，ある主体は自らの目的を達成するため
に別の主体の行動をコントロールする。パワー・
コンフリクト論は，製造業者が流通業者を利用す
る間接チャネルを選択した後に，彼らの間での機
能的相互依存がコンフリクトやパワー関係を生み
出すものと主張してきたのである。

パワー・コンフリクト論は 70 年代から 80 年代
にかけてチャネル研究の一大領域であったが，現
在はあまり研究されなくなってしまっている。
Watson et al.（2015）は，近年のチャネル研究
はポジティブな関係に関する信頼やコミットメン
トなどの構成概念に重点をおくようになってきて
おり，コンフリクトやパワー依存は明らかに減少
していることを報告している ＊ 22。

研究が減少した理由として，Watson が指摘し
たパワーやコンフリクト以外の構成概念に注目が
集まっているという外在的な理由だけではなく，
パワー・コンフリクト論に内在する理由も検討す
る必要があるだろう。それはパワー概念の問題で
ある。Williamson（1985）は「パワーの大きな
問題点は，パワーは定義が曖昧なために実質的に
全てを説明するのに使えてしまうことである

（pp.237-238）」と批判して，その原因として定義
と操作化の不十分さを挙げている。Andrson & 
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Coughlan（2002）も，「パワーは使っていない
と観察できないし，何かしらの結果が観察される
とパワーがあるのではないかと推察されてしま
う」し，「パワー自体を観察することが難しいため，
因果連鎖を 1 つ戻してパワーの原因に注目した研
究が中心になった」と指摘している（p.239）。

また，パワー・コンフリクト論は間接チャネル
を前提とする理論であるために，パワーによって
解決できない問題が生じたとしても垂直統合など
のチャネル構造の変更という代替案は想定してい
ない。パワー基盤や依存度が不十分で他のメン
バーの行動をコントロールできなかったり，対立
が生じていて自らの目的を達成できない場合，そ
もそも企業は間接流通をあきらめて自ら流通段階
に乗り出すであろう（Williamson, 1975）。した
がって，間接チャネルの前提はチャネル研究に
とってミスリーディングな仮定であると考えられ
る。

6　結論

本論では，古典的なチャネル研究の系譜をレ
ビューした。最初期の研究である Shaw（1912）
は 20 世紀初頭の米国における市場流通を観察し，
標準化と個別包装によって大量生産された差別化
された製品を，広告と中間業者の排除を通じて市
場価格よりも高く販売するという当時の特徴的な
マーケティング行動を描き出した。その後のチャ
ネル構造選択論は製品特性や消費者の購買行動に
よってチャネルが様々な形態をとることを見出
し，チャネル拡張組織論は Barnard の公式組織
の発想をチャネル管理に応用してコンフリクトの
問題を明示的に分析した。そしてパワー・コンフ
リクト論は，チャネルを相互依存する複数のメン
バーから成る社会システムとして捉えて，そこで
のパワー構造やコンフリクトに注目するもので
あった。このように，それぞれのチャネル研究は，
理論的枠組と説明する現象が対応していたため，
特定の現象を説明する複数の理論が対立するよう
な形では展開してこなかった点が特徴である。

チャネル研究のここまでの進展のプロセスで

は，チャネルの構造と管理の問題が別々に扱われ
ていたことにも注目すべきである（崔, 2010）。
この点を問題視した結城（2014）は，既存顧客と
の関係管理とチャネル構造変化を関連付けて，成
果水準が低い製造業者は既存顧客との関係深耕に
集中し，成果水準が高い製造業者は関係深耕のみ
ならず新規顧客の開拓にも乗り出すことを見出し
ている。

パワー・コンフリクト論は，日本においても，
売買関係での利益の奪い合いという現実に対応し
た理論であったため，広く受け入れられた。この
枠組はチャネルを構成するメンバーは固定されて
おり，入れ替わりがないと仮定している。しかし，
チャネル・メンバーが最もコンフリクトを感じる
のは，価格や取引条件ではなく，取引関係が終結
する危機を感じた場合であろう。日本では，過多
性，零細性，生業性を特徴した小売構造（田村, 
1986）が，大規模な組織小売業を中心とする小売
構造に変化するにつれて，製造業者が構築する
チャネルに参加するメンバーも変化してきた。製
造業者の販路が低集中度販路から高集中度販路に
変化する中で（住谷, 2019），再編成の対象となっ
た流通業者は，非常に強いコンフリクトを知覚し
たはずである。しかし，パワー・コンフリクト論
は，チャネル・メンバーの固定性を仮定している
がゆえに，チャネル構造変化に伴うコンフリクト
を描写できなかった。この点にもパワー・コンフ
リクト論の行き詰まりの原因があるように思われ
る。

近年のパワー研究は，パワー・コンフリクト論
が依拠してきた French & Raven（1959）に始ま
るパワー基盤ではなく，現象としてのパワーに注
目しているだけであり，パワー・コンフリクト論
の蓄積からは流れが切れてしまっている点も指摘
しておきたい ＊ 23。パワー・コンフリクト論は 80
年代をピークとして，急速に研究が減少し，それ
に代わって協調的関係に注目する研究群が進展し
てきた（Watson, et al., 2015）。協調的関係に関
する検討は次稿に譲りたい。
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註
＊ 1　Tedlow（1990）は地方の一企業に過ぎなかったコカ・

コーラ社がなぜ全国市場に躍り出たのかを広告と販売部
隊に注目して歴史的に記述している。

＊ 2　こうした需要のピラミッド視点は，1920 年代になっ
て GM による市場細分化戦略として幅広く知られるよう
になる（Chandler, 1969）。

＊ 3　Shaw は Edison の以下の発言を引用している。「未
来の店舗はスロットマシーンのようなものになり，説明
だけですべての財を売るだろう」（p.722）。現代のイン
ターネット販売を予見させるものである。

＊ 4　商人的生産者は，商品を商人に販売するのではなく，
商品を商人を通じて最終顧客に販売する存在である。

＊ 5　ただし，Ridgeway（1957）には管理理論について
の引用がないため，具体的にどの理論を指しているのか
は不明である。

＊ 6　製造業者と流通業者の双方にとって取引関係（deal-
ership: 販売特約店関係）の終了は決定的な問題である

（Ridgeway, 1957, p.465）。チャネル管理における究極
的な懲罰は取引の終了であるが，取引の終了はコストが
高くつくため，より穏やかな手段として，問題が改善す
るまで発注に応じないなどの措置がとられる（p.474）。

＊ 7　高橋（2000）は，「組織」を要素間のネットワーク
またはシステムの概念とする一方で，「企業」を企業内
部 と 市 場 を 分 け る 境 界 の 概 念 と し て 定 義 し て い る

（p.223）。
＊ 8　誘因と貢献の交換によって組織均衡を目指すという

アイデアは，風呂（1968）のチャネル交渉論に受け継が
れている。

＊ 9　Mallen は Palamountain（1955）のいう垂直的コ
ンフリクトと，その関係の下での協調に焦点をあわせて
いる。Mallen や Palamountain が扱ったコンフリクト
は取引相手との争いを指している一方で，後述のパワー・
コンフリクト論が扱うコンフリクトは取引相手と実際に
争わずとも発生する心理学的な「葛藤」を指している。
このように，両者のコンフリクトの意味合いはかなり異
なっている。

＊ 10　Mallen は正確には（3）何もしないという第 3 の
手段も挙げている。この場合，チャネルは無政府状態と
なる。無政府状態とは，誰もリーダーシップをとらない
という意味合いであり，それ以上の意味は含まれていな
い（p.71）。

＊ 11　Mallen は，メンバーが固定的であるケースを考え
ており，メンバーとの取引関係を終了可能な場合にどの
ような帰結が生じるかまでは論じていない。

＊ 12　Dahl（1963）は，主体 A と主体 B のコンフリクト
は，報酬と剥奪に影響されると述べている（p.72）。報
酬は報酬パワー基盤，剥奪は強制パワー基盤に対応して
いる。

＊ 13　Emerson は目標を満足を表すために用いた。目標
の入手可能性とは，目標達成の代替的手段のことである。

＊ 14　これら 3 つは Rosenberg & Stern（1970）で挙げ
られている。

＊ 15　この記述から明らかなように，彼らは寡占市場で

の水平的な相互作用を考慮していない。
＊ 16　この研究はチャネル内の行動的成果として，チャ

ネルでのメンバーの満足に最初に言及した論文でもあ
る。

＊ 17　「私の履歴書」，日本経済新聞 2004 年 1 月 19 日。
＊ 18　Stern, Schulz, & Grabner（1973）は 5 つのパワー

基盤をゲーム中のメッセージとしてマニピュレーション
し，それぞれに対応するコンフリクト水準を測定する実
験を行っている。ただし，彼らのリサーチ・コンテクス
トはチャネルではなく，学生を対象とした非ゼロサム囚
人のジレンマゲームであった。

＊ 19　パワーとコンフリクトに関する多くの研究は，剰
余変数の影響を回避するために実験を行ってきた。

＊ 20　例えば，チャネル目標の不一致，チャネル内の責
任の分業，役割定義，希少資源のコントロール，将来の
展開についての期待，さらにはチャネル環境の知覚など
の問題である（Etgar, 1978a, p.273）。

＊ 21　この Etgar の批判に対して Lusch（1978）は，因
果関係の問題について文献的証拠を示したり，理論化に
あたっては最初からダイナミクスを仮定していると述べ
て，その批判に回答している。

＊ 22　Watson がレビューの対象としたチャネル研究論文
のうち，コンフリクトのシェアは 80 年代の 40% 以上か
ら 2000 年代は 10% 未満に，パワー依存のシェアは 80
年代の 60% 以上から 2000 年代の 30% 未満となり，い
ずれも明らかに減少している（p.552.）

＊ 23　パワーやコンフリクトに関する近年の研究は，パ
ワー・コンフリクト論に理論的に対応したパワー概念を
用いていない。例えば，パワーを扱った Shervani, Fra-
zier, & Challagala（2007）は市場支配力を，コンフリ
クトを扱った Antia, Zheng, & Frazier（2013）は，フ
ランチャイズ関係で生じる訴訟を企業間のコンフリクト
とみなしている。
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